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諮問庁：北九州市長 

諮問日：令和５年１１月１日（諮問第１７３号） 

答申日：令和６年４月２５日（答申第１７３号） 
 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

本審査請求の対象となった行政文書の開示請求につき、一部を不開示とした決

定は妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨  

令和５年６月１日付けで北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４

２号。以下「条例」という。）第５条に規定する開示請求権に基づき行った 

  「令和４年度防犯灯維持管理補助金交付申請。○○区○○まちづくり協議会が申請

中、「○○町内会」提出の九電領収書を開示されたい。」 

を対象とする行政文書（以下「本件対象文書」という。）の開示請求に対して、北

九○○第３６９号により北九州市長（以下「処分庁」という。）が行った一部開示

の決定を取り消し、当該補助金を受給した「○○町内会」名記載の九電からの領

収書を開示する旨の裁決を求める。 

 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が審査請求書、反論書及び口頭意見陳述で主張している審査請求の

主たる理由は、次のように要約される。 

⑴ 令和４年度北九州市地域総括補助金（以下「補助金」という。）の支給にあた

っては、九電発行の電気料金領収書（令和４年３月分）の審査・確認を行って

いるはずであるから、「○○町内会」に対して補助金を支給したのであれば、

「○○町内会」を宛先とした九電発行の電気料金領収書（令和４年３月分）が

存在するはずである。 

⑵ 処分庁は領収書宛先と補助金支給決定者（○○会）の不相違に関し一切説明

して疑惑を晴らしてくれない。 

⑶ 防犯灯は○○町内会が構築したもので、○○町内会の所有財産である。○○

町内会は防犯灯を所有していないにもかかわらず、補助金が支給されている。 

⑷ 令和４年３月の電気料金は○○町内会が支払っており、○○町内会は支払っ

ていないのだから、九電は○○町内会に領収書を送付することはあり得ない。 
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⑸ 本件対象文書として開示を受けた領収書には、「令和４年２月に町内会名義

“○○”に変更届提出済」とあるが、これは事実無根であり、○○町内会は○

○町内会の継承団体ではない。 

 

第３ 処分庁の説明の要旨 

 １ 審査請求に至る経緯 

本件は、令和５年６月１日付けで、審査請求人より条例第５条の規定に基づく

本件対象文書の開示請求があり、それに対し、同月１４日付けで条例第１１条第

１項の規定により一部を不開示とする一部開示決定を行ったところ、これを不服

として同年９月８日付けで本審査請求が提起されたものである。 

 

 ２ 原処分の理由 

処分庁が弁明書及び意見聴取で主張している原処分の主たる理由は、次のよう

に要約される。 

⑴ ○○区○○地区では、○○町内会として存在していた町内会が分かたれて、

同一区域内に○○町内会と○○町内会が両立することとなった。令和４年３月

４日に成立した裁判所の調停の結果、元々は○○町内会が所有・管理していた

防犯灯については令和４年４月以降、○○町内会が管理を行い、電気料金を負

担することとなった。 

⑵ 防犯灯維持管理補助金とは、北九州市地域総括補助金の中の一つであり、その

算定においては灯数に１灯当たりの金額（定額）を掛け合わせて行われる。灯数

を確認するため、申請にあたっては前年度３月の領収書及び位置図の提出を必要

としている。 

⑶ 令和４年４月以降、防犯灯に係る電気料金の支払いを行うのは○○町内会であ

る。 

⑷ 令和４年３月は○○町内会が支払いを行っており、○○町内会宛の領収書は存

在しないが、令和４年４月以降は○○町内会が防犯灯に係る電気料金を支払うこ

と、申請主体である○○校区まちづくり協議会に対して、○○町内会が九電に対し

て支払義務者の変更を行っていることを確認の上、虚偽申請ではないと判断し、令和

４年３月分の○○町内会宛の電気料金領収書を○○町内会による補助金申請の添付

書類として認めた。 

  なお、令和４年４月以降、○○町内会の預金通帳及び電気料金領収書によって、実

際に○○町内会が防犯灯に係る電気料金の支払いを行っていることは確認している。 

⑸ 以上により、本件対象文書として、○○町内会より提出のあった令和４年３月

分の○○町内会宛の電気料金領収書を特定したものであり、本件審査請求に係る

処分には何ら違法又は不当な点は存しない。 
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 ３ よって、原処分は適法かつ正当な処分であり、本審査請求は理由がないから、棄

却を求める。 

 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和５年１１月 １日  諮問の受付 

② 令和５年１２月１１日  審議 

③ 令和６年 １月２３日  処分庁からの意見聴取 

④ 令和６年 ２月２２日  審査請求人からの意見聴取 

⑤ 令和６年 ３月２１日  審議 

 

第５ 審査会の判断の理由 

当審査会は、本審査請求について、処分庁及び審査請求人の主張を具体的に検

討した結果、以下のとおり、判断する。 

１ 本件対象文書について 

  本件対象文書は、令和４年度防犯灯維持管理補助金交付申請に当たり、○○町

内会が提出した九電領収書である。 

  当審査会が確認したところ、防犯灯維持管理補助金は、地域総括補助金のうちの

１つであり、各町内会が各校区のまちづくり協議会に提出した書類を基に、各区校区

のまちづくり協議会が申請主体となって各区コミュニティ支援課に申請し、各区コミ

ュニティ支援課が審査、決定を行うものである。申請にあたって、前年度３月分の電

気料金領収書を求めている理由は、防犯灯維持管理補助金の額の算定に、防犯灯の

数が必要であるためである。 

  本件対象文書において補助金対象となる防犯灯に係る電気料金は、処分庁による

と、令和４年３月までは○○町内会が、令和４年４月からは○○町内会が支払うこと

と裁判所の調停にて決定しているとのことであり、対象の防犯灯そのものは同一のも

のである。 

  審査請求人は、○○町内会が令和４年度防犯灯維持管理補助金の交付を受けた

のであれば、その申請にあたっては○○町内会が九電に電気料金を支払ったこと

を示す令和４年３月分の領収書が添付されているはずであると主張する。 

  この点、そもそも処分庁が前年度電気料金領収書を提出書類としているのは、

その防犯灯の数を確認するためであることを鑑みると、別の町内会である○○町

内会を宛先とした電気料金領収書であってもその目的は達成しうる。 

  また、処分庁が、令和４年４月以降の電気料金の支払いを○○町内会が行うこ

ととなっていることや九電に対して支払先変更の手続きを行っている旨の確認を

行った上で、○○町内会を宛先とした電気料金領収書を添付書類として受理した



（答申第 173 号） 

 

4 

 

という取扱いが、社会通念に照らし、特に不適切または不自然なものであるとは

考えがたい。 

  したがって、処分庁が本件対象文書として令和４年３月分の○○町内会を宛先

とした電気料金領収書と特定したことに特段、違法、不当な点は存しない。 

 

２ 本件対象文書の条例第７条各号該当性について 

 ⑴ 条例第７条第１号該当性について 

   条例第７条第１号本文は「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に

関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるも

のを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」について同号ただし書の

場合を除き不開示情報と定めている。個人に関する情報とは、個人に関する一

切の事項についての事実、判断、評価等のすべての情報をいい、個人に関連す

る情報全般を意味している。 

   本件対象文書は、○○町内会宛の令和４年３月電気料金領収書であり、原処

分において条例第７条第１号に該当するとして不開示とされたのは、その宛名

部分に記載された送付先の個人の住所及び個人の氏名である。これは、「個人に

関する情報」であって、「特定の個人を識別することができるもの」であるた

め、不開示とするのが妥当である。 

   なお、条例第７条第１号は、ただし書きでその例外となる場合として、①

「法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されて

いる情報」②「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすること

が必要であると認められる情報」③「当該個人が公務員等（略）である場合」

を規定しているが、そのいずれにも該当しない。 

 ⑵ 条例第７条第２号該当性について 

   条例第７条第２号は、「法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団

体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事

業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法

人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

るもの」について、人の生命、健康、生活又は財産を保護するために公にする

ことが必要である場合を除いて不開示情報と定めている。これは、法人等の適

正な事業活動を尊重し、正当な利益を保護する観点から、事業を行うものの権

利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報をいう。 

   原処分において条例第７条第２号に該当するとして不開示とされたのは、九

州電力株式会社の印影である。この情報は、条例第７条第２号にいう「法人等

に関する情報」であって、「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権
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利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」に該当するた

め、不開示とすることが妥当である。 

 

 ３ まとめ 

以上のことから、本件対象文書につき、その一部を条例第７条第１号及び第２

号に当たるとして不開示とした原処分は適法かつ妥当であると判断し、前記第１

のとおりとした。 

 

 

 

北九州市情報公開審査会 

会長   阿 野 寛 之 

委員   神   陽 子 

委員   熊 谷 美佐子 

委員   仲 野 宏 子 

委員   中 村 智 美 


